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研究要旨 
乳がん検診におけるマンモグラフィによる乳房の構成については、米国および西オーストラリア州で通知が

法制化されている一方、欧州など他の地域では通知されていない。米国では、英語以外の言語で通知の説明を
行うことや、貧困および低学歴などの社会的弱者に対して理解しうる説明を行うことが必要視されているが、
欧州などでは過剰診断など、乳がん検診の不利益ついて関心が高く、通知には慎重の姿勢である。わが国のが
ん検診は、対策型検診として住民に提供されているが、人間ドックなどによる任意型検診も行われているため、
状況としては米国と欧州の混合型として考えることができる。そのため、米国などの事例をもって国全体の対
策に反映するのは日本に実情に合わないため、多角的な視点による慎重な議論が必要である。対策型検診にお
いて乳房構成を一律に通知することは現時点では時期尚早だが、引き続き国際的な状況を参考にしつつ、適切
な通知の方法について、対応を検討していく必要がある。 
 
 

 
Ａ．研究目的 
日本における乳がん検診の科学的根拠やプログ

ラムは、国内だけでなく欧米各国の状況を参考に
した上で、厚生労働省の検討会などで議論され、
「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のため
の指針」に基づき実施されている。マンモグラフィ
による乳房の構成については、米国や西オースト
ラリア州で通知が法制化されている一方、欧州な
どでは通知されておらず、これらの国の現状を把
握することにより、情報提供の方向性を検討する
ことを目的とする。  
 
Ｂ．研究方法 
乳房構成の通知に関する論文検索や情報収集をW

ebで行い、必要に応じて国内外の学会に参加し、実
態把握および専門家の意見を収集した。各国の社会
保障制度については、医療経済研究機構などの資料
より収集した。 
 
（倫理面への配慮） 
「ヘルシンキ宣言」「人を対象とする医学研究に

関する倫理指針」を遵守して人権擁護に配慮する。
なお、本研究は既存資料を用いた観察研究のため、
対象となる個人に直接的な介入はなく、個人の人
権は擁護されると考える。 
 
Ｃ．研究結果 
米国および西オーストラリア州以外で、マンモグ

ラフィによる乳房構成の通知を義務付けている国
や地域は調査した限りなかった。一方、これらの地
域からの論文報告では、英語以外の言語で通知の説
明を行うことや、貧困や低学歴などの社会的弱者に
対しての説明の必要性などが訴えられていた。 
欧州では乳房構成の通知に関する報告は見られ

なかった。一方、マンモグラフィによる過剰診断な
ど、乳がん検診の不利益に関する報告が多く関心が
高かった。欧州の乳がん検診専門家へのヒアリング
では、高濃度乳房を問題視していない意見がみられ

た。 
 
Ｄ．考察 
米国では受診者の知る権利が尊重され、乳房構成

の通知が法制化されたが、わが国とは社会保障制度
が違い、実際の検診の運用は任意型検診に近く、加
入保険によってさまざまである。検診現場の混乱を
避けるためにも、乳房構成の通知を行う際には、そ
の後に推奨される行動を明確にするとともに、受診
者のリテラシーを向上し不安を軽減することが必
要とされている。また、西オーストラリア州では検
診実施に際して十分な説明と同意が得られるよう
な情報提供体制が構築されていた。 
 一方、対策型検診が整備されている欧州の国にお
いては、がん検診による不利益を低減させるために、
検診頻度や対象者を少なくする傾向にあるため、乳
房構成の通知については否定的な意見が多くみら
れた。 
 わが国のがん検診は、対策型検診として住民に提
供されているが、人間ドックなどによる任意型検診
も行われているため、状況としては米国と欧州の混
合型として考えることができる。そのため、米国な
どの事例をもって国全体の対策に反映するのは日
本に実情に合わないため、多角的な視点による慎重
な議論が必要である。 
 
Ｅ．結論 
 本研究班の提言のように、対策型検診において乳
房構成を一律に通知することは現時点では時期尚
早だが、引き続き国際的な状況も参考にしたより適
切な通知の方法について、対応を検討していく必要
がある。 
 
Ｆ．健康危険情報 
 特になし。 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 
 1. 特許取得 
特になし。 

 
 2. 実用新案登録 
 特になし。 
 
 3.その他 
 特になし。 
    
 



 


